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現行の「プレスティア外貨キャッシュカード規定」文言 新しい「プレスティア外貨キャッシュカード規定」文言

2． 日本国外の
ATMを利用し
た預金の払戻

（5） 本人は、払戻金額及び利用手数料の合計が前第（4）項所
定の払戻限度額を超える場合、払戻を行うことはできませ
ん。但し、通信回線の故障等、やむをえない事情により提
携機関が本人の払戻限度額を確認できなかった場合は、
当行所定の、又は当行と提携機関が合意の上定めた金額
を上限として、提携機関が払戻に応じることがあります。当
行は、そのような事情が解消次第、預金から払戻金額を引
落します。なお、払戻金額が引落実行時点の預金残高を超
えていた場合には、当行は本人に対してかかる超過金額の
支払を請求し、本人は直ちに支払うものとします。また当
行は、払戻が行われない場合であっても、通信回線の状況
等により預金から払戻請求金額の引落を行うことがありま
す。この場合本人は、直ちに当行へ連絡するものとします。

（5） 本人は、払戻金額及び利用手数料の合計が前第（4）項所
定の払戻限度額を超える場合、払戻を行うことはできませ
ん。

14． カードの
解約等

（4） 前項のほか、次の各号の一にでも該当し、サービスの提供
を継続することが不適切である場合には、当行はこのサー
ビスを停止し、または本人に通知することによりこのサー
ビスを解約することができるものとします。なお、当行が通
知によりこのサービス契約を解約する場合、到達のいかん
にかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住
所にあてて発信したときに解約されるものとします。
①本人が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関
係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊
知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これら
を「暴力団員等」という。）に該当し、または、過去に暴力
団員等に該当し、もしくは次のいずれかに該当すること
が判明した場合

Ａ． 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係
を有すること

Ｂ． 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めら
れる関係を有すること

Ｃ． 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的ま
たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当
に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す
ること

Ｄ． 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供
与するなどの関与をしていると認められる関係を有する
こと

Ｅ． 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団
員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
②本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一に
でも該当する行為をした場合

Ａ． 暴力的な要求行為
Ｂ． 法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ． 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる
行為

Ｄ． 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の
信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ． その他AからDに準ずる行為

（4） 前項のほか、次の各号の一にでも該当し、サービスの提供
を継続することが不適切である場合には、当行はこのサー
ビスを停止し、または本人に通知することによりこのサービ
スを解約することができるものとします。なお、当行が通知
によりこのサービス契約を解約する場合、到達のいかんに
かかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所
にあてて発信したときに解約されるものとします。
①預金者が口座開設申込み時にした表明・確約に関して
虚偽の申告をした場合
②本人が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関
係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊
知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを
「暴力団員等」という。）に該当し、または、次のいずれか
に該当することが判明した場合

Ａ． 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を
有すること

Ｂ． 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められ
る関係を有すること

Ｃ． 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的ま
たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当
に暴力団員等を利用していると認められる関係を有する
こと
Ｄ． 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供
与するなどの関与をしていると認められる関係を有する
こと

Ｅ． 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員
等と社会的に非難されるべき関係を有すること
③本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一に
でも該当する行為をした場合

Ａ． 暴力的な要求行為
Ｂ． 法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ． 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる
行為

Ｄ． 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の
信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ． その他AからDに準ずる行為

現行の「プレスティア外貨キャッシュカード規定」文言 新しい「プレスティア外貨キャッシュカード規定」文言

14． カードの
解約等

（5） 前2項のほか、次の各号の一にでも該当し、サービスの提
供を継続することが不適切である場合には、当行は代理人
に対するこのサービスを停止し、または代理人に通知する
ことによりこのサービスを解約することができるものとしま
す。なお、当行が通知によりこのサービス契約を解約する
場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届
出のあった氏名、住所にあてて発信したときに解約される
ものとします。
①代理人が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団
関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特
殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これ
らを「暴力団員等」という。）に該当し、または、過去に暴
力団員等に該当し、もしくは次のいずれかに該当するこ
とが判明した場合
Ａ． 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係
を有すること

Ｂ． 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めら
れる関係を有すること

Ｃ． 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的ま
たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当
に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す
ること

Ｄ． 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供
与するなどの関与をしていると認められる関係を有する
こと

Ｅ． 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団
員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
②代理人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一
にでも該当する行為をした場合

Ａ． 暴力的な要求行為
Ｂ． 法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ． 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる
行為

Ｄ． 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の
信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ． その他AからDに準ずる行為

（5） 前2項のほか、次の各号の一にでも該当し、サービスの提
供を継続することが不適である場合には、当行は代理人に
対するこのサービスを停止し、または代理人に通知するこ
とによりこのサービスを解約することができるものとしま
す。なお、当行が通知によりこのサービス契約を解約する
場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届
出のあった氏名、住所にあてて発信したときに解約される
ものとします。
①代理人が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団
関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特
殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これ
らを「暴力団員等」という。）に該当し、または、次のいず
れかに該当することが判明した場合

Ａ． 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係
を有すること

Ｂ． 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めら
れる関係を有すること

Ｃ． 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的ま
たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当
に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す
ること

Ｄ． 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供
与するなどの関与をしていると認められる関係を有する
こと

Ｅ． 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団
員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
②代理人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一
にでも該当する行為をした場合

Ａ． 暴力的な要求行為
Ｂ． 法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ． 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる
行為

Ｄ． 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の
信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ． その他AからDに準ずる行為

以上（2015年11月1日現在） 以上（2018年7月14日現在）
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